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(単位：円)

【流動資産】 1,246,400,845 【流動負債】 203,776,245

現金 1,194,888 買掛金 130,154,607

当座預金 93,356,625 短期借入金 10,000,000

普通預金 221,310,780 未払金 19,427,804

定期預金 450,782,549 前受金 4,038,727

定期積金 2,924,000 預り金 1,533,292

受取手形 918,324 未払法人税等 14,534,300

売掛金 151,983,340 未払費用 2,047,641

製品 45,392,410 親会社未払金 23,774

貯蔵品 601,726 その他引当金 2,080,000

前渡金 26,349,869 未払消費税 6,136,100

短期貸付金 252,257,068 賞与引当金 13,800,000

短期前払費用 34,280 【固定負債】 26,549,482

貸倒引当金 △ 705,014 役員退職給付引当金 4,500,000

【固定資産】 70,780,710 退職給付引当金 22,049,482

【有形固定資産】 6,809,361 負 債 合 計 230,325,727

車両運搬具 6,585,243

工具器具備品 224,118 【株主資本】 1,083,956,329

【無形固定資産】 835,876 【資本金】 91,000,000

電話加入権 595,526 【利益剰余金】 1,103,801,329

ソフトウェア 240,350 利益準備金 22,750,000

【投資その他資産】 63,135,473 別途積立金 980,100,000

投資有価証券 7,210,084 【その他利益剰余金】 100,951,329

出資金 2,270,200 繰越利益剰余金 100,951,329

保証金 40,199,272 【自己株式】 △ 110,845,000

繰延税金資産 15,385,917 【評価・換算差額等】 2,899,499

貸倒引当金 △ 1,930,000 【その他有価証券評価差額金】 2,899,499

純 資 産 合 計 1,086,855,828

資 産 合 計 1,317,181,555 負債・純資産合計 1,317,181,555

貸借対照表

2025年  3月 31日 現在

資 産 の 部 負 債 の 部

純 資 産 の 部



 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：円)

1,306,191,845

43,277,462

1,034,994,628

1,078,272,090

45,392,410 1,032,879,680

273,312,165

123,290,255

22,410,113

39,114,808 184,815,176

88,496,989

233,749

212,974

452,699 899,422

105,511

160,244 265,755

89,130,656

205,072 205,072

89,335,728

26,671,737

3,967,092

58,696,899

売上総利益

損益計算書

自　 2024年  4月  1日

至　 2025年  3月 31日

勘　　　定　　　科　　　目 金           額

【売上高】

【売上原価】

期首製品棚卸高

当期製品製造原価

合計

期末製品棚卸高

雑損失

【販売費及び一般管理費】

人件費

販売費

一般管理費

営業利益

【営業外収益】

受取利息

受取配当金

雑収入

【営業外費用】

支払利息

当期純利益

経常利益

【特別利益】

固定資産売却益

税引前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額



 

 

 個 別 注 記 表  

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

      時価のあるもの     期末日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算定） 

      時価のないもの     移動平均法による原価法  

 (2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

製品・原材料・仕掛品    先入先出法に基づく原価法 

 ・半製品・貯蔵品      （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価 

切下げの方法） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産          定率法  

（リース資産を除く）       ただし、平成 10 年 4月 1日以降に取得した建 

                 物（附属設備を除く）については、定額法を採用して

おります。 

無形固定資産          定額法 

   （リース資産を除く）       なお、自社利用のソフトウェアについては、 

                    社内における利用可能期間（5年）に基づく定 

額法を採用しております。 

  リース資産           リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする 

定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業年度末において発生している額を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方法によっております。 

 


